
第一九二回 

閣第三号 

   社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一

部を改正する等の法律等の一部を改正する法律案 

 （社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部

を改正する等の法律の一部改正） 

第一条 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の

一部を改正する等の法律（平成二十四年法律第六十八号）の一部を次のように改正する。 

  附則第一条第二号中「平成二十九年四月一日」を「平成三十一年十月一日」に改める。 

  附則第十五条中「二十九年新消費税法」を「三十一年新消費税法」に改める。 

  附則第十六条第一項の表以外の部分及び同項の表附則第三条の項中「二十九年新消費

税法」を「三十一年新消費税法」に改め、同表附則第五条第一項の項中「二十九年旧消

費税法」を「三十一年旧消費税法」に改め、同表附則第五条第二項の項中「平成二十九

年四月三十日」を「平成三十一年十月三十一日」に、「二十九年旧消費税法」を「三十

一年旧消費税法」に改め、同表附則第五条第三項の項中「平成二十八年十月一日」を

「平成三十一年四月一日」に、「二十八年指定日」を「三十一年指定日」に、「二十九

年旧消費税法」を「三十一年旧消費税法」に改め、同表附則第五条第四項及び第五項の

項中「二十八年指定日」を「三十一年指定日」に、「二十九年旧消費税法」を「三十一

年旧消費税法」に改め、同表附則第六条第一項の項中「二十九年旧消費税法」を「三十

一年旧消費税法」に改め、同表附則第七条第一項の項中「二十八年指定日」を「三十一

年指定日」に、「二十九年旧消費税法」を「三十一年旧消費税法」に改め、同表附則第

八条第一項の項中「二十九年旧消費税法」を「三十一年旧消費税法」に改め、同表附則

第八条第三項及び第九条の項及び附則第十条第一項、第十一条及び第十二条の項中「二

十九年新消費税法」を「三十一年新消費税法」に改め、同表附則第十三条第二項の項及

び附則第十四条第一項の項中「二十九年旧消費税法」を「三十一年旧消費税法」に改め、

同表附則第十四条第三項の項及び同条第二項中「二十九年新消費税法」を「三十一年新

消費税法」に改める。 

  附則第十六条の二中「二十九年新消費税法」を「三十一年新消費税法」に改める。 

 （所得税法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第二条 所得税法等の一部を改正する法律（平成二十八年法律第十五号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第十条のうち租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第六十八条の十一第二

十項の改正規定、同法第六十八条の十四第十二項の改正規定及び同法第六十八条の十五

第十一項の改正規定中「、「百分の四・四」を「百分の十・三」に」を削る。 

  第十条のうち租税特別措置法第六十八条の十五の四第十一項及び第十二項の改正規定

中「同条第十一項及び第十二項」を「同条第十二項」に改める。 



  第十条中租税特別措置法第六十八条の十五の五第六項の改正規定を削る。 

  附則第一条第三号ハ中「、第四十条第三項及び第四十三条第四項」を削り、同条第六

号イ及びロを削り、同号ハ中「、同条第十項の改正規定、同法第六十八条の十第十四項

の改正規定、同条第十五項の改正規定、同法第六十八条の十一第二十項の改正規定

（「百分の四・四」を「百分の十・三」に改める部分に限る。）、同条第二十一項の改

正規定（「百分の四・四」を「百分の十・三」に改める部分に限る。）、同法第六十八

条の十三第八項及び第九項の改正規定、同法第六十八条の十四第十二項の改正規定

（「百分の四・四」を「百分の十・三」に改める部分に限る。）、同法第六十八条の十

五第十一項の改正規定（「百分の四・四」を「百分の十・三」に改める部分に限る。）、

同法第六十八条の十五の二第七項の改正規定（「百分の四・四」を「百分の十・三」に

改める部分に限る。）、同法第六十八条の十五の三第十項の改正規定（「百分の四・

四」を「百分の十・三」に改める部分に限る。）、同法第六十八条の十五の四第十一項

及び第十二項の改正規定、同法第六十八条の十五の五第六項の改正規定」を削り、「並

びに同法」を「及び同法」に改め、「、第百六条」を削り、同号ハを同号イとし、同号

ニ中「、同法第二十五条の二第十二項の改正規定、同条第十三項」を「及び同法第二十

五条の二第十三項」に改め、「、同法第二十五条の二の二第八項の改正規定、同法第二

十五条の二の三第八項の改正規定、同法第二十五条の三第五項の改正規定、同法第二十

五条の三の二第四項の改正規定及び同法第二十五条の三の三第四項の改正規定並びに附

則第百四十三条第二項の規定」を削り、同号ニを同号ロとし、同号ホを同号ハとし、同

号ヘを削り、同条第七号の次に次の二号を加える。 

  七の二 附則第四十条第三項の規定 平成三十一年七月一日 

  七の三 次に掲げる規定 平成三十一年十月一日 

   イ 第二条中法人税法第百四十二条の二第一項第四号の改正規定及び附則第二十八

条の規定 

   ロ 第三条の規定（同条中地方法人税法第十二条第五項の改正規定を除く。）並び

に附則第三十条、第百五十九条（租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成

二十四年法律第十六号）附則第三十三条第一項の表第十二項の項の改正規定に限

る。）及び第百六十条の規定 

   ハ 第十条中租税特別措置法第六十八条の九第十項の改正規定、同法第六十八条の

十第十四項の改正規定、同条第十五項の改正規定、同法第六十八条の十一第二十

一項の改正規定（「百分の四・四」を「百分の十・三」に改める部分に限る。）、

同法第六十八条の十三第八項及び第九項の改正規定、同法第六十八条の十五の二

第七項の改正規定（「百分の四・四」を「百分の十・三」に改める部分に限

る。）、同法第六十八条の十五の三第十項の改正規定（「百分の四・四」を「百

分の十・三」に改める部分に限る。）並びに同法第六十八条の十五の四第十二項

の改正規定並びに附則第百六条の規定 



   ニ 第十三条中東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法

律第二十五条の二第十二項の改正規定、同法第二十五条の二の二第八項の改正規

定、同法第二十五条の二の三第八項の改正規定、同法第二十五条の三第五項の改

正規定、同法第二十五条の三の二第四項の改正規定及び同法第二十五条の三の三

第四項の改正規定並びに附則第百四十三条第二項の規定 

   ホ 附則第三十四条から第三十九条まで及び第四十条（第三項を除く。）の規定 

  附則第一条第八号中「平成三十一年四月一日」を「平成三十三年十月一日」に改め、

同条第九号中「平成三十三年四月一日」を「平成三十五年十月一日」に改め、同号イ中

「三十三年改正規定」を「三十五年改正規定」に改める。 

  附則第二十八条並びに第三十条第一項及び第三項中「平成二十九年四月一日」を「平

成三十一年十月一日」に改める。 

  附則第三十二条第一項中「附則第四十三条」を「附則第四十条」に改め、同条第三項

中「三十三年施行日」を「三十五年施行日」に改める。 

  附則第三十四条の見出し中「二十九年軽減対象資産の譲渡等」を「三十一年軽減対象

資産の譲渡等」に改め、同条第一項中「平成二十九年四月一日」を「平成三十一年十月

一日」に、「附則第四十三条」を「附則第四十条」に、「二十九年適用日」を「三十一

年適用日」に、「三十三年施行日」を「三十五年施行日」に、「附則第四十二条」を

「附則第三十九条」に、「二十九年軽減対象資産の譲渡等」を「三十一年軽減対象資産

の譲渡等」に改め、同条第二項中「二十九年適用日」を「三十一年適用日」に、「三十

三年施行日」を「三十五年施行日」に改め、同項の表、同条第三項第一号及び同条第四

項中「二十九年軽減対象資産の譲渡等」を「三十一年軽減対象資産の譲渡等」に改める。 

  附則第三十五条第一項、第三十六条及び第三十七条中「二十九年適用日」を「三十一

年適用日」に改める。 

  附則第三十八条の見出し中「二十九年軽減対象資産の譲渡等」を「三十一年軽減対象

資産の譲渡等」に改め、同条第一項中「二十九年軽減対象資産の譲渡等」を「三十一年

軽減対象資産の譲渡等」に、「附則第四十二条までにおいて同じ。）を」を「この条及

び次条第一項において同じ。）を」に、「附則第四十三条」を「附則第四十条」に、

「二十九年適用日から三十三年施行日」を「三十一年適用日から三十五年施行日」に、

「この項、次項第一号及び附則第四十一条第二項第一号」を「この項及び次項第一号」

に、「附則第四十二条までにおいて同じ。）の」を「この条及び次条第一項第一号にお

いて同じ。）の」に、「同条まで」を「この条及び同項各号」に改め、同条第二項各号

列記以外の部分中「二十九年軽減対象資産の譲渡等」を「三十一年軽減対象資産の譲渡

等」に、「二十九年適用日から三十三年施行日」を「三十一年適用日から三十五年施行

日」に改め、同項第一号中「いう。以下附則第四十三条」を「いう。以下附則第四十

条」に改め、「特定課税仕入れに係る支払対価の額（」、「をいう。附則第四十一条第

二項第一号において同じ。）」及び「同号及び」を削り、「除く。以下附則第四十三条



まで」を「除く。次条第一項」に、「以下同条まで」を「同条第一項及び附則第四十条

第一項」に改め、同項第二号、同条第四項、同条第五項ただし書及び同条第六項ただし

書中「二十九年軽減対象資産の譲渡等」を「三十一年軽減対象資産の譲渡等」に改める。 

  附則第三十九条第一項中「二十九年軽減対象資産の譲渡等」を「三十一年軽減対象資

産の譲渡等」に、「二十九年適用日」を「三十一年適用日」に、「附則第四十二条ま

で」を「この項」に、「（同項」を「（同条第二項」に、「同条まで」を「この項」に

改め、「及び附則第四十二条」を削る。 

  附則第四十条第一項及び第三項中「二十九年適用日」を「三十一年適用日」に改める。 

  附則第四十一条から第四十三条までを次のように改める。 

 第四十一条から第四十三条まで 削除 

  附則第四十四条第一項中「三十三年施行日」を「三十五年施行日」に、「平成三十三

年九月三十日」を「平成三十六年三月三十一日」に改め、「（第三項及び第四項におい

て「登録開始日」という。）」を削り、「三十三年改正規定」を「三十五年改正規定」

に改め、同条第二項中「三十三年施行日」を「三十五年施行日」に改め、同条第三項中

「、三十三年施行日」を「、三十五年施行日」に、「登録開始日が三十三年施行日」を

「同条第一項の登録がされた日（以下この項及び次項において「登録開始日」とい

う。）が三十五年施行日」に改め、同条第四項中「第一項の規定により新消費税法」を

「新消費税法」に改め、「当該申請書に係る」を削り、「三十三年施行日」を「三十五

年施行日」に、「同法第十条第一項、第十一条第一項又は第十二条第五項の規定」を

「当該登録開始日の前日までに同法第十条第一項の相続、同法第十一条第一項の合併又

は同法第十二条第五項の吸収分割があったこと」に、「（同法第十条第一項の相続、同

法第十一条第一項の合併又は同法第十二条第五項の吸収分割があった日の前日までに当

該申請書の提出があった課税期間を除く。）を除く。）」を「を除く。）のうち当該登

録開始日から当該課税期間の末日までの間」に改める。 

  附則第四十五条の見出し中「三十三年施行日」を「三十五年施行日」に改め、同条第

一項中「平成三十三年三月一日」を「平成三十五年九月一日」に、「三十三年施行日」

を「三十五年施行日」に改め、同条第三項中「三十三年施行日」を「三十五年施行日」

に、「平成三十三年九月三十日」を「平成三十六年三月三十一日」に改め、同条第四項

中「三十三年施行日」を「三十五年施行日」に改める。 

  附則第四十六条の見出し中「三十三年改正規定」を「三十五年改正規定」に改め、同

条第一項中「三十三年施行日」を「三十五年施行日」に改め、同条第二項中「三十三年

施行日以後」を「三十五年施行日後」に、「三十三年施行日前」を「三十五年施行日以

前」に改める。 

  附則第四十七条から第四十九条までの規定、附則第五十条第一項から第四項までの規

定及び附則第五十一条中「三十三年施行日」を「三十五年施行日」に改める。 

  附則第五十二条第一項中「三十三年施行日」を「三十五年施行日」に、「三十三年改



正規定」を「三十五年改正規定」に改める。 

  附則第百六条中「第六十八条の十一第十三項及び第十四項」を「第六十八条の十一第

十四項」に改め、「、第六十八条の十四第八項、第六十八条の十四の二第七項」を削り、

「、第六十八条の十五の四第十一項及び第十二項又は第六十八条の十五の五第六項」を

「又は第六十八条の十五の四第十二項」に、「平成二十九年四月一日」を「平成三十一

年十月一日」に、「第六十八条の十第二項及び第三項、第六十八条の十一第五項」を

「第六十八条の十第三項」に改め、「、第六十八条の十四第二項、第六十八条の十四の

二第二項」を削り、「、第六十八条の十五の二第一項から第三項まで、第六十八条の十

五の四第三項又は第六十八条の十五の五第一項」を「又は第六十八条の十五の二第二項

及び第三項」に改め、「、第六十八条の十一第七項から第九項まで」及び「、第六十八

条の十四第二項、第六十八条の十五第二項」を削り、「、第六十八条の十五の三第一項

から第三項まで、第六十八条の十五の四第二項及び第三項又は第六十八条の十五の五第

一項」を「又は第六十八条の十五の三第一項から第三項まで」に改める。 

  附則第百十二条及び第百四十三条第二項中「平成二十九年四月一日」を「平成三十一

年十月一日」に改める。 

  附則第百五十三条中「平成三十三年三月三十一日」を「平成三十五年九月三十日」に

改める。 

  附則第百五十七条中経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税

法等の一部を改正する法律（平成二十三年法律第百十四号）附則第七十二条の表第十四

項の項の改正規定を削る。 

  附則第百五十八条を次のように改める。 

 第百五十八条 削除 

  附則第百六十条中「平成二十九年四月一日」を「平成三十一年十月一日」に改める。 

  附則第百七十条第一号中「平成二十八年度末」を「平成三十年度末」に改める。 

 （租税特別措置法の一部改正） 

第三条 租税特別措置法の一部を次のように改正する。 

  第四十一条第一項中「平成三十一年六月三十日」を「平成三十三年十二月三十一日」

に改め、同条第三項第二号及び第五号並びに第四項第二号中「平成三十一年」を「平成

三十三年」に改め、同条第十項中「平成三十一年六月三十日」を「平成三十三年十二月

三十一日」に、「同月三十日」を「同月三十一日」に改め、同条第十一項第一号及び第

三号並びに第十二項中「平成三十一年」を「平成三十三年」に改める。 

  第四十一条の二第三項第三号中「平成三十一年」を「平成三十三年」に改める。 

  第四十一条の三の二第一項中「平成三十一年六月三十日」を「平成三十三年十二月三

十一日」に改め、同条第四項第一号中「平成三十一年」を「平成三十三年」に改め、同

条第五項及び第八項中「平成三十一年六月三十日」を「平成三十三年十二月三十一日」

に改め、同条第十七項第二号中「平成三十一年」を「平成三十三年」に改める。 



  第四十一条の十九の二第一項、第四十一条の十九の三第一項、第三項及び第五項並び

に第四十一条の十九の四第一項中「平成三十一年六月三十日」を「平成三十三年十二月

三十一日」に改める。 

  第七十条の二第一項中「平成三十一年六月三十日までの」を「平成三十三年十二月三

十一日までの」に、「平成二十八年九月三十日」を「平成三十一年三月三十一日」に、

「平成二十八年十月一日」を「平成三十一年四月一日」に改め、同項各号中「平成三十

一年六月三十日」を「平成三十三年十二月三十一日」に改め、同条第二項第六号中「平

成二十八年九月三十日」を「平成三十一年三月三十一日」に、「平成二十九年九月三十

日」を「平成三十二年三月三十一日」に、「平成二十九年十月一日から平成三十年九月

三十日まで」を「平成三十二年四月一日から平成三十三年三月三十一日まで」に、「平

成三十年十月一日から平成三十一年六月三十日まで」を「平成三十三年四月一日から同

年十二月三十一日まで」に改め、同項第七号中「平成二十八年十月一日から平成二十九

年九月三十日まで」を「平成三十一年四月一日から平成三十二年三月三十一日まで」に、

「平成二十九年十月一日から平成三十年九月三十日まで」を「平成三十二年四月一日か

ら平成三十三年三月三十一日まで」に、「平成三十年十月一日から平成三十一年六月三

十日まで」を「平成三十三年四月一日から同年十二月三十一日まで」に改める。 

  第七十条の三第一項中「平成三十一年六月三十日」を「平成三十三年十二月三十一

日」に改める。 

 （東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律の一部改正） 

第四条 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成二十

三年法律第二十九号）の一部を次のように改正する。 

  第十三条第五項各号中「平成三十一年六月三十日」を「平成三十三年十二月三十一

日」に改める。 

  第十三条の二第一項中「平成三十一年六月三十日」を「平成三十三年十二月三十一

日」に改め、同条第二項第一号中「平成三十一年」を「平成三十三年」に改める。 

  第三十八条の二第一項中「平成三十一年六月三十日までの」を「平成三十三年十二月

三十一日までの」に、「平成二十八年九月三十日」を「平成三十一年三月三十一日」に、

「平成二十八年十月一日」を「平成三十一年四月一日」に改め、同項各号中「平成三十

一年六月三十日」を「平成三十三年十二月三十一日」に改め、同条第二項第六号中「平

成二十八年九月三十日」を「平成三十一年三月三十一日」に改め、同項第七号中「平成

二十八年十月一日から平成二十九年九月三十日まで」を「平成三十一年四月一日から平

成三十二年三月三十一日まで」に、「平成二十九年十月一日から平成三十一年六月三十

日まで」を「平成三十二年四月一日から平成三十三年十二月三十一日まで」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 



 （内閣府設置法の一部改正） 

第二条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。 

  附則第二条第二項の表平成三十年九月三十日の項を削り、同表平成三十三年三月三十

一日の項事務の欄に次の一号を加える。 

  四 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の

一部を改正する等の法律（平成二十四年法律第六十八号）第七条第一号ホ(1)の相

談に関すること。 

 （消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に

関する特別措置法の一部改正） 

第三条 消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正

等に関する特別措置法（平成二十五年法律第四十一号）の一部を次のように改正する。 

  第一条中「平成二十九年四月一日」を「平成三十一年十月一日」に改める。 

  第十二条及び附則第二条第一項中「平成三十年九月三十日」を「平成三十三年三月三

十一日」に改める。 

 （持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律の一部改正） 

第四条 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律（平成二十

五年法律第百十二号）の一部を次のように改正する。 

  第十五条中「五年」を「八年」に改める。 



     理 由 

 世界経済の不透明感が増す中で、新たな危機に陥ることを回避するためにあらゆる政策

を講ずることが必要となっていることを踏まえ、消費税率引上げの実施時期を平成三十一

年十月一日とするとともに、消費税の軽減税率制度及び適格請求書等保存方式等の導入時

期の変更、地方法人税率引上げの実施時期の変更並びに住宅借入金等を有する場合の所得

税額の特別控除制度及び住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置の適用期限の延長等の

措置を講ずる必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


